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四経連景気動向調査(28 年 9 月)の結果をご報告いたします。 

    調査にご協力いただきました皆様方に心から感謝いたします。 
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       調査方法  

          ① 景況感、生産、輸出、在庫、企業業績、設備投資、 

       雇用、トピックス ……………………… アンケート調査 

                調査対象：四経連会員企業を中心に417社 

              回    答：256社（61.4％）  

 

         ② 消費、マネーフロー、物流 …………… ヒアリング調査 

                 調査対象：四国の小売、金融、運送業など38社 
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１. 調査結果の概要 

 

       
企業業績は底堅く、雇用や設備投資に改善の動きが続く一方、生産に弱さがみられ、

個人消費も持ち直しの動きに足踏み感が窺える。 

四国の景気が「既に回復｣または「回復傾向」とみる企業の割合は前回６月調査の52％

から48％に減少し、「低迷・底ばい」または「下降」とみる企業の割合を下回っている。 

このように四国の景気は、緩やかながら回復が続いているものの、一部に足踏み感も

窺える。 
 

    経営者の景況感  
           

  四国の景気が「既に回復」または「回復傾向」とみる企業の割合は前回６月調査の

52％から48％に減少し、「低迷・底ばい」または「下降」とみる企業の割合（52％）

を３年半振りに(25年３月調査以来)下回るなど、経営者の景況感はやや後退している。 

 

     生産・消費など経済活動の現況  
                                  

生産の現状(28 年７～９月期)は、前年同期と比べ「減少」とする企業の割合（20％）

が「増加」とする企業の割合（17％）をやや上回っており、弱含みとなっている。 

輸出の現状は、前年同期と比べ「増加」とする企業の割合が大幅に増加（８％→21

％）し、「減少」とする企業の割合（19％）をやや上回るなど、持ち直しの動きがみ

られる。 

在庫は、「過剰」または「やや過剰」とする企業の割合が前回調査の 26％から 28％

に増加している。 

企業業績は、「大変良い」または「良い」とする企業の割合が前回調査の 24％から

27％に増加し、「悪い」または「大変悪い」とする企業の割合（21％）を２四半期ぶ

りに上回るなど、底堅い動きとなっている。 

設備投資は、28 年度の投資額（計画）が、前年度に比べ「横ばい」とする企業の割

合が 53％を占める一方、「増加」とする企業の割合（32％）が「減少」とする企業の

割合（15％）を上回っており、持ち直しの動きが続いている。 

雇用は、雇用調整を実施中の企業の割合が前回調査の９％から８％に減少しており、

さらに改善している。 

個人消費は、高気温により清涼飲料等の飲食料品やエアコンなど一部の商品が堅調

に推移し、自動車も新型車効果で上向く一方、衣料品が婦人服を中心に低調で、身の

回り品も弱い動きが続くなど、全体としては持ち直しの動きに足踏み感が窺える。 

  マネーフロー（銀行貸出）は、個人向けが低金利を背景に住宅ローンなどで持ち直

し、企業向け設備資金も不動産（貸家建設）や医療･福祉等で増加しているものの、円

高による外貨貸出（円換算額）の目減りや海運不況を受けた船主の売船による借入返

済などから、低調となっている。 

物流（貨物輸送量）は、高気温に伴い四国内で消費される飲料の荷動きが良く、ネ

ット通販やふるさと納税返礼品の輸送も増加しているものの、工業製品の物流が伸び

悩むなど、低調な動きとなっている。 
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25年 26年 27年 28年

(％)

(調査月)

「低迷・底ばい」または「下降」

「既に回復」または「回復傾向」

（％）

既に回復 回復傾向 既に回復 回復傾向 既に回復 回復傾向

63 1 62 42 2 40 40 0 40

64 1 63 45 2 43 44 1 43

計

 今回(9月)

(注)大企業：資本金10億円以上、中堅企業：1億円以上10億円未満、中小企業：1億円未満、以下同じ

 前回(6月)

大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

計 計

（％）

既に回復 回復傾向 低迷・底ばい 下降

製 造 業 0      40      52      8      
非 製 造 業 1      51      44      4      

1      47      47      5      

製 造 業 1      47      47      5      
非 製 造 業 1      52      42      5      

1      51      43      5      

52

前回
(6月)

計
52 48

今回
(9月)

計
48

「既に回復」･･回復し、拡大しつつある 「回復傾向」･･･回復に向かいつつある
「低迷･底ばい」･･低迷しており、底ばい状態にある 「下降」･･下降局面にある

52

48 52

40
52

48
53

２. 調査結果 

（１）経営者の景況感 

○ 現在の四国の景気について、「既に回復」または「回復傾向」とみる企業の割合は

前回６月調査の 52％から 48％に減少し、「低迷・底ばい」または「下降」とみる企業

の割合（52％）を３年半振りに（25 年３月調査以来）下回るなど、経営者の景況感は

やや後退している。 

業種別には、「既に回復」または「回復傾向」とみる企業の割合が、非製造業（53

％→52％）に比べ製造業（48％→40％）で減少幅が大きくなっている。 

 
   現在の景気の局面 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

経営者の景況感の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）企業規模別の景況感(｢既に回復｣または｢回復傾向｣とみる企業の割合) 
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（％）

良くなる 変わらない 悪くなる

製 造 業 4 88 8
非 製 造 業 8 86 6

計 7 87 6
製 造 業 6 86 8
非 製 造 業 8 85 7

計 7 85 8

前回6月調査

今回9月調査

7 87 6

 

 
 

○ 来期（28 年 10～12 月期）の景気については、現在と比べ「良くなる」とみる企業

の割合（７％）と「悪くなる」とみる企業の割合（６％）がほぼ同じになる一方、「変

わらない」とみる企業の割合が 87％と大半を占めている。 

 

 

   来期の景気（現在との比較） 
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（％）

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

63 13 76 11

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

16 65 19 16 70 14

(注)調査対象：四国に工場を持つ製造業（回答数：78社）

前年同期との比較 前期との比較

前回6月調査
(28年4～6月期)

今回9月調査
(28年7～9月期)

17 20

（％）

増加 横ばい 減少

62
今回9月調査

前年同期との比較

19 19
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25 26
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32

19
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19
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(％)

(調査月)

前年同期より「増加」

前年同期より「減少」

（２）生産・消費など経済活動の現況  

 ① 生 産（四国内の工場の生産動向）  

○ 生産の現状（28 年７～９月期）は、前年同期と比べ「減少」とする企業の割合（20

％）が「増加」とする企業の割合（17％）をやや上回っており、弱含みとなっている。 

来期（28 年 10～12 月期）の生産については、前年と比べ「増加」とする企業の割

合と「減少」とする企業の割合が同じ（19％）になっており、緩やかながら持ち直し

の兆しも窺える。 
 

 
     生産の現状                               

 

   

 

 

 

 

 

 

 
 
     生産の先行き（28 年 10～12 月期の予想）  

 
 

   

  

 

 

  生産の現状（前年同期との比較）の推移 
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（％）

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

60 8 81 11

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

8 73 19 10 77 13

 (注)調査対象：四国に工場を持ち、輸出している製造業（回答数：48社）

前年同期との比較 前期との比較

今回9月調査
(28年7～9月期)

前回6月調査
(28年4～6月期)

21 19

8

（％）

増加 横ばい 減少

67

前年同期との比較

今回9月調査
19 14
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(％)

(調査月)

前年同期より「増加」

前年同期より「減少」

 

② 輸 出（四国内の工場の輸出動向） 

○ 輸出の現状（28 年７～９月期）は、前年同期と比べ「増加」とする企業の割合が大

幅に増加（８％→21％）し、「減少」とする企業の割合（19％）をやや上回るなど、

持ち直しの動きがみられる。 

    

来期（28 年 10～12 月期）の輸出についても、前年と比べ「増加」とする企業の割

合（19％）が「減少」とする企業の割合（14％）を上回っており、持ち直しの動きが

続く見通し。 
 
 

輸出の現状 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

輸出の先行き（28 年 10～12 月期の予想） 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
  
 
 
 

輸出の現状（前年同期との比較）の推移 
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（％）

過剰 やや過剰 適正 不足・やや不足

製 造 業 1 26 67 6
非 製 造 業 0 31 57 12

1 27 65 7

製 造 業 3 27 62 8

非 製 造 業 0 15 78 7
2 24 66 8

(注)調査対象：在庫を持つ企業（回答数99社：製造業73社、非製造業26社）

前回
(6月)

計
26 74

今回
(9月)

計
28 72

26

28

29 29 29 30
27

22 20 21 22
26 26

22
26 28

0

10

20

30

40

50

6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9

25年 26年 27年 28年

(％)

(調査月)

（％）

３ヵ月以内 ６ヵ月以内 １年以内 １年より先

製 造 業 10 40 20 30

非 製 造 業 37 25 13 25

計 18 36 18 28
(注)調査対象：現在の在庫水準を「過剰」「やや過剰」と回答した企業

  　　　　　　 (全回答企業の28%)

 

③ 在 庫 

○ 現在の在庫状況については、「過剰」または「やや過剰」とする企業の割合が前回

調査の 26％から 28％に増加している。 
 

 
     現在の在庫水準                                                   
 
 
   

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

在庫水準が｢過剰｣または｢やや過剰｣と答えた企業の割合の推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）在庫調整が終了し適正な水準に戻ると予想する時期  
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35
31

27

22
24

28 29

27
22 23 22

24

27

2122
24 26

33
30

26 26

29
32 32 32 32

24

27

0

10

20

30

40

50

6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9

25年 26年 27年 28年

(％)

(調査月)

「大変良い」または「良い」

「悪い」または「大変悪い」

（％）

３ヵ月以内 ６ヵ月以内 １年以内 １年より先

製 造 業 1 8 34 57

非 製 造 業 4 8 19 69

計 3 8 24 65

(注)調査対象：現在の業績水準を「どちらともいえない」「悪い」

  　　　　　 「大変悪い」と回答した企業(全回答企業の73%)

（％）

大変良い、
良い

どちらとも
いえない

悪い、
大変悪い

大変良い、
良い

どちらとも
いえない

悪い、
大変悪い

大変良い、
良い

どちらとも
いえない

悪い、
大変悪い

 今回(9月) 21 57 22 30 49 21 30 49 21

 前回(6月) 20 51 29 24 52 24 28 46 26

中小企業大企業 中堅企業

（％）

大変良い 良い
どちらとも
いえない

悪い 大変悪い

製 造 業 1 26 48 23 2
非 製 造 業 0 27 54 16 3

1 26 18 3

製 造 業 0 24 46 26 4
非 製 造 業 2 22 51 24 1

1 23 25 2
前回
(6月)

計
24 27

今回
(9月)

計
27 2152

49

27 21

24

 

④ 企業業績 

○ 現在の業績について、「大変良い」または「良い」とする企業の割合が前回調査の

24％から 27％に増加し、「悪い」または「大変悪い」とする企業の割合（21％）を２

四半期ぶりに上回るなど、企業業績は底堅い動きとなっている。 

 

     現在の業績水準   

 

    

 

 

 

 

  

 

 
 
 
 

業績が｢大変良い｣・｢良い｣、｢悪い｣・｢大変悪い｣と答えた企業の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）企業規模別の業績水準                                            

 

 

 

 

 
 
 
 

（参考）業績が良くなると予想する時期               
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（％）

計 30%以上 30%未満 計 30%未満 30%以上

25 15 7 9

16 11 6 10

19 13 6 9

20 14 7 10

16 14 5 11

17 14 6 11

増加
横ばい

減少

計 32 53

今回
(9月)

非 製 造 業 27 57

製 造 業 40

前回
(6月)

製 造 業

計 31 52 17

44 16

16

15

非 製 造 業 30 54 16

34 49 17

1532 53

（％）

増加 横ばい 減少 増加-減少

維持・更新投資 25(26) 65(67) 10( 7) 15(19)

合理化・省力化投資 19(17) 76(76)  5( 7) 14(10)

新製品の生産や新規事業の
進出に向けた投資

17(17) 76(78)  7( 5) 10(12)

能力増強投資 21(22) 64(64) 15(14)  6( 8)

研究開発投資 11( 7) 79(85) 10( 8)   1(▲1)

（注） (　)内の数字は前回6月調査の結果

 

⑤ 設備投資（四国内の投資） 

○ 28 年度の投資額（計画）は、前年度に比べ「横ばい」とする企業の割合が 53％を占

める一方、「増加」とする企業の割合（32％）が「減少」とする企業の割合（15％）

を上回っており、設備投資は持ち直しの動きが続いている。 

 

28 年度設備投資計画（27 年度との比較）                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）目的別の 28 年度設備投資計画（27 年度との比較） 
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（％）

実施している 実施していない

製造業 15 85

非製造業 4 96

計 92

製造業 11 89

非製造業 7 93

計 10 91

（注1）雇用調整とは、人員の削減、採用の削減･停止、派遣･ﾊﾟｰﾄ等への切替、

　 　　残業規制、賃金カットなどを指す。

（注2）調査対象：四国に本社を置く企業（回答数189社：製造業66社、非製造業123社）

今回9月調査

前回6月調査
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⑥ 雇  用 

○ 四国に本社を置く企業で、雇用調整を実施中の企業の割合は、前回調査の９％から

８％※に減少しており、雇用はさらに改善している。 

※ 調査開始（平成６年６月）以来、 も低い。 

   現在の雇用調整の実施状況  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用調整を実施している企業の割合の推移 
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（％）
不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰

製 造 業 6 35 53 6 0
非 製 造 業 14 31 53 2 0

11 33 3 0

製 造 業 7 39 46 8 0

非 製 造 業 8 46 44 2 0
8 43 4 0

（注）調査対象：四国に本社を置く企業（回答数190社：製造業66社、非製造業124社）

計

51 4

今回
(9月)

前回
(6月)

計
44 3

45

44 53

51 45

（複数回答、％）

製造業 非製造業

企業と学生のマッチング機会の拡充への支援 33 65

企業の事業内容等の情報発信強化による認知度向上
への支援

44 56

インターンシップ制度を通じた採用拡大等への支援 37 48

女性や高齢者の働きやすい環境整備による就労促進
への支援

41 31

省力化に向けた設備投資やＩｏＴ活用など生産性向
上への支援

26 41 24

短時間労働者の賃金アップへの助成金等の支援 26 19 30

外国人労働者受入のための新たな制度の検討・創設 10 22 4

外国人技能実習生の実習・滞在期間の延長など制度
の緩和

7 22 0

その他 4 7 2

(注)調査対象：人手が「不足」「やや不足」していると回答した企業(全回答企業の44%)

  計
業種別

52

35

44

54

30

 

○ 人手の過不足の状況については、「不足」または「やや不足」とする企業の割合が

減少（51％→44％）する一方、「適正」とする企業の割合が増加（45％→53％）する

など、人手不足感はやや緩和した。 

   人手の過不足の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 人手が「不足」または「やや不足」していると回答した企業において、人手不足の

解消に向けて必要な政策については、「企業と学生のマッチング機会の拡充への支援」

が 54％、「企業の事業内容等の情報発信強化による認知度向上への支援」が 52％と半

数を超え、上位を占めている。 

次いで、「インターンシップ制度を通じた採用拡大等への支援」44％、「女性や高

齢者の働きやすい環境整備による就労促進への支援」35％、「省力化に向けた設備投

資やＩｏＴ活用など生産性向上への支援」30％の順となっている。 

   人手不足の解消に向けて必要な政策 
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⑦ 個人消費 

○ 個人消費は、高気温により清涼飲料等の飲食料品やエアコンなど一部の商品が堅調

に推移し、自動車も新型車効果で上向く一方、衣料品が婦人服を中心に低調で、身の

回り品も弱い動きが続くなど、全体としては持ち直しの動きに足踏み感が窺える。 

 
 具体的には、  

           
 ・ 百貨店は、宝石・美術品や化粧品は前年を上回っているものの、主力の衣料品が

婦人服を中心に低調で、身の回り品（靴、傘等）も前年を下回っている。訪日外国

人向けも伸びが鈍化しており、全体としては足踏み感がある。 
 

 ・ スーパーは、家庭用品（洗剤、紙製品等）がドラッグストアなどとの競合で低調

なものの、気温の高い日が続いたことから、主力の飲食料品が清涼飲料や冷凍食品

を中心に好調で、リオ五輪観戦用の徳用菓子も伸びるなど、比較的堅調である。 
 

 ・ 商店街は、大型再開発ビルの開業効果や訪日外国人客の増加などから来街者数は

比較的堅調で、新規出店の飲食店など一部の店舗は賑わっているが、高額品（時計

等）や身の回り品などは総じて不振となるなど、低調な動きとなっている。 
 

 ・ 乗用車販売は、価格が高めの大型車は振るわないものの、燃費を向上させたハイ

ブリッド車や安全性能を高めた新型車が引き続き好調なことから、上向いている。 
 

・ 家電販売は、気温の上昇に伴ってエアコンが伸び、冷蔵庫も故障による買い替え

が増えているものの、リオ五輪の特需が期待されたテレビやレコーダは盛り上がり

に欠け、情報家電（パソコン等）も鈍い動きとなるなど、足踏み感がある。 
 

 ・ 家具販売は、富裕層を中心とする新築入居向けの高級輸入家具など一部に堅調な

動きもみられる一方、全体の来店客数は減少し、購入単価、点数ともに低下傾向に

あることから、総じて低調となっている。 
 

 ・ 観光・宿泊関連は、ビジネス客が引き続き堅調なほか、逆打ち遍路や瀬戸内国際

芸術祭など各地のイベント開催の効果で個人・団体客とも増えており、外国人客も

台湾や香港などアジア圏を中心に伸びていることから、堅調に推移している。 
 

⑧ マネーフロー  

○ 銀行の貸出は、個人向けが低金利を背景に住宅ローンなどで持ち直し、企業向け設

備資金も不動産（貸家建設）や医療･福祉等で増加しているものの、円高による外貨貸

出（円換算額）の目減りや海運不況を受けた船主の売船による借入返済などから、低

調となっている。 

 

⑨ 物 流  

○ 物流は、高気温に伴い四国内で消費される飲料の荷動きが良く、ネット通販やふる

さと納税返礼品の輸送も増加しているものの、工業製品の物流が伸び悩むなど、低調

な動きとなっている。  
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（複数回答、％）

製造業 非製造業

少子化・人口減少対策（出生率向上、域外流出の防止等）
の強化

62 60 63

国内への設備投資や研究開発を促す支援措置の拡充 62 49

交流人口拡大や防災等に寄与する交通インフラの整備
（新幹線、高速道路等）

33 61

法人実効税率の国際水準への早期引下げ 38 41 34

女性や高齢者の働きやすい環境整備による就労・活躍促進 35 31 39

国から地方への権限や財源の移転促進 33 26 35

ＩｏＴの利用推進や産学官共同でのイノベーション推進等
による生産性向上の支援

29 32 27

社会保障と税の一体改革の推進 28 21 32

訪日客の受入拡大に向けたハード・ソフト面の環境整備 24 15 30

国家戦略特区の活用促進などによる規制改革の推進 21 18 22

一次産業の競争力強化および農林水産物輸出の拡大支援 18 16 19

ＴＰＰの早期発効など貿易自由化の推進 13 14 12

人手不足解消に向けた外国人の受入拡大 10 14 8

その他 1 0 1

  計
業種別

53

51

36

62

36

32

（３）政府に特に注力してほしい政策（トピックス調査） 

○ 四国経済の成長力を向上させるため、政府に特に注力してほしい政策としては、「少

子化・人口減少対策（出生率向上、域外流出の防止等）の強化」が 62％、「国内への

設備投資や研究開発を促す支援措置の拡充」が 53％、「交流人口拡大や防災等に寄与

する交通インフラの整備（新幹線、高速道路等）」が 51％と半数を超え、上位を占め

ている。 

次いで、「法人実効税率の国際水準への早期引下げ」と「女性や高齢者の働きやす

い環境整備による就労・活躍促進」がともに 36％、「国から地方への権限や財源の移

転促進」32％などとなっている。 

 

 

   政府に特に注力してほしい政策 
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